
 

令　和　７　年　度

宮若市簡易水道事業会計予算書



（総　則）

第　１　条　　令和７年度宮若市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　　給水戸数　　　　　　　　　　　　 戸

（２）　　年間総給水量 ㎥

（３）　　１日平均給水量 ㎥

（４）　　主要な建設改良事業

（Ａ）　　建設改良費

（ア）　　施設改良費 千円

令和７年度宮若市簡易水道事業会計予算

1,159

270,313

741

36,289
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（収益的収入及び支出）

第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第　１　款　　　水道事業収益 千円

第　１　項　　　　営業収益 千円

第　２　項　　　　営業外収益 千円

第　３　項　　　　特別利益 2 千円

第　１　款　　　水道事業費用 千円

第　１　項　　　　営業費用 千円

第　２　項　　　　営業外費用 千円

第　３　項　　　　特別損失 千円

（資本的収入及び支出）

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１６，９９３千円は当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額３，３０７千円、過年度分損益勘定留保資金２，６８３千円及び

当年度分損益勘定留保資金１１，００３千円で補てんするものとする。）

収　　　　入

129,379

69,049

60,328

支　　　　出

124,256

118,650

5,604

2
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第　1　款　　資本的収入 千円

第　１　項　　　　他会計補助金 千円

第　２　項　　　　負担金 千円

第　１　款　　資本的支出 千円

第　１　項　　　　建設改良費 千円

第　２　項　　　　固定資産購入費 千円

第　３　項　　　　企業債償還金 千円

第　４　項　　　　予備費 千円

（一時借入金）

第　５　条　　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

支　　　出

78,548

36,289

85

41,974

200

収　　　入

61,555

28,460

33,095
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　６　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

　　　間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第　７　条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、

（１）　　職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第　８　条　　簡易水道事業補助のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５５，４２６千円

　　　　　　　　である。

（たな卸資産購入限度額）

第　９　条　　たな卸資産の購入限度額は、８５千円と定める。

令和７年２月２５日　　提出

宮若市長　　　塩　川　秀　敏

　　　　　　 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

２７，８０５
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業収益 129,379

１．営業収益 69,049

１．給水収益 50,405

２．受託工事収益 10,000

３．その他の営業収益 50

４．負担金 8,594

２．営業外収益 60,328

１．受取利息及び配当金 1

２．他会計補助金 26,966

３．水道加入金 1,980

４．長期前受金戻入 31,380

５．雑収益 1

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

２．その他特別利益 1

令和７年度宮若市簡易水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業費用 124,256

１．営業費用 118,650

１．原水及び浄水費 15,558

２．配水及び給水費 2,764

３．受託工事費 10,000

４．総係費 38,747

５．減価償却費 51,580

６．その他営業費用 1

２．営業外費用 5,604

１．支払利息及び企業債
    取扱諸費

２．雑支出 1

３．消費税及び地方消費税 3,500

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

２．その他特別損失 1

2,103
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的収入 61,555

１．他会計補助金 28,460

１．他会計補助金 28,460

２．負担金 33,095

１．負担金 33,095

資本的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的支出 78,548

１．建設改良費 36,289

１．施設改良費 36,289

２．固定資産購入費 85

１．固定資産購入費 85

３．企業債償還金 41,974

１．企業債償還金 41,974

４．予備費 200

１．予備費 200
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（単位 ： 円）

金　　　　　　額

１　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 5,961,091

　　　減価償却費 51,580,000

　　　固定資産除却費 0

　　　引当金の増減額(△は減少) 117,000

　　　長期前受金戻入(△) △ 31,380,000

　　　受取利息及び配当金(△) △ 1,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 2,103,000

　　　未収金の増減額(△は増加) 154,201

　　　未払金の増減額(△は減少) 0

　　　たな卸し資産の増減額(△は増加) 0

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　小　　　　　　計 28,534,292

　　　受取利息及び配当金 1,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費(△) △ 2,103,000

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 26,432,292

令和７年度　宮若市簡易水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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金　　　　　　額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出(△) △ 33,067,273

　　　他会計補助金 28,460,000

　　　負担金 33,095,000

      投資活動によるキャッシュ・フロー 28,487,727

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行 0

　　　企業債の償還(△) △ 41,974,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 41,974,000

資金増加額（又は減少額） 12,946,019

資金期首残高 50,195,594

資金期末残高 63,141,612
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  （１）　総　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 地域手当 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 156 290 324 195 0 428 250 6,029 0 1,668

前年度 516 0 0 431 0 422 250 5,717 420 1,610

比　　較 △ 360 290 324 △ 236 0 6 0 312 △ 420 58

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

27,270

比　較
(0)

0
0 481 △ 26 455 80 535

4,573 27,805

4,493前年度
(0)

3
0 13,411 9,366 22,777

本年度
(0)

3
0 13,892 9,340 23,232

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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  (２)給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増　減　額

(千円） (千円） (千円）

昇給によるもの 平均昇給率 　０．１４％
21 （昇給期） (職員数）

１月    ３人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

152 本年度     ３人

退職によるもの 前年度     ３人

0 増 　減  　 ０人

会計間異動によるもの 　　　　採用者等 　　０人

308 　　　　退職者等 　　０人

　　増 １人

　　減 １人

扶養手当 △ 360 給与改定によるもの
地域手当 290 221
住居手当 324 昇給によるもの
通勤手当 △ 236 87
特殊勤務手当 0 退職によるもの
管理職手当 6 0
時間外手当 0 会計間異動によるもの
期末勤勉手当 312 △ 620
児童手当 △ 420 その他
退職手当組合負担金 58 286

増　減　事　由　別　明　細 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

給料 481

　　　　会計間異動

昇給等に伴う増減分 21

その他の増減分 460

職員手当 △ 26 その他の増減分
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  （３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当り給与

一般行政職

平均給料月額 (円） 385,667

平均給与月額 (円） 431,306

平均年齢 (歳） 54.3歳

平均給料月額 (円） 371,900

平均給与月額 (円） 416,872

平均年齢 (歳） 49.0歳

　　イ　初任給

技　能　労　務　職

（円） （円）

高　　校　　卒

大　　学　　卒

区　　　　分

220,000 220,000

194,500 188,000

令和６年４月１日現在

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

備　考
一　般　行　政　職

（円）

　一　般　行　政　職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

令和７年４月１日現在
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　　ウ　等級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
2 66.7

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 33.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
3 100.0

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
2 66.7

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 33.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
3 100.0

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

４　　　級

１　　　級

備　　　　　　　　　　考

５　　　級

７　　　級

３　　　級

計

５　　　級

４　　　級

２　　　級

３　　　級

計

区　　　　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

令和７年４月１日

１　　　級

２　　　級

６　　　級

７　　　級

６　　　級

令和６年４月１日
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　　（級別の標準的な職務内容）

1　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

６号級

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

２号級

号級数別内訳
３号級

４号級 3 3

昇給に係る職員数 （Ｂ） 3 3

１号級

６号級

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

 
前
　
　
　
年
　
　
　
度

職員数 （Ａ） 3 3

２号級 2 2

号級数別内訳
３号級

４号級 1 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） 3 3

１号級

調 整 監

　　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　計 一般行政職

 
本
　
　
　
年
　
　
　
度

職員数 （Ａ） 3 3

区　　分 2　　級

一般行政職
主   事
技術員

主   事
技術員

主 任 主 事
主務技術員

主　　査
係　　長

主務技術員
主任技術員

課長補佐 課　　長
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（ 1.2 ） （ 1.2 ） （ 2.4 ）

2.3 2.3 4.6

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.25 2.25 4.5

（ 1.2 ） （ 1.2 ） （ 2.4 ）

2.3 2.3 4.6

※　（　）内は、暫定再任用職員の支給率

最高限度 その他の

（月分） 加算措置

　　キ　地域手当

支給率（％） ２．０

支給対象職員数（人） ３

国の指定基準に基づく支給率（％） ２．０

国の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

(支給率等）

支給率等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

備　　　考
（月分） （月分） （月分）

本　年　度 ３級５％から７級２０％

前　年　度 ３級５％から７級２０％

国 の 制 度 ３級５％から１０級２０％

　　オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考
6月（月分） 12月（月分） 支給率計
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　　ク　特殊勤務手当

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　（％）

　（令和７年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

　　ケ　その他の手当

区　　　　　分

扶　　養　　手　　当

通　　勤　　手　　当 同

-

国の制度との異同 差異の内容

同

住　　居　　手　　当 異

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続 　　　　　　　　　２，５００円/月

支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、

支給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている。

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

-

-
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千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

2,046
水道検針業務

委託費 2,376 令和６年度 330
令和７年度～
　令和９年度 2,046

373

水質検査業務
委託費 792 令和７年度 792 792

沼口加圧ポンプ場保
守点検業務委託費 373 令和７年度 373

2,824

芳賀取水場水質
検査業務委託費 154 令和７年度 154 154

金　　　　額 期　　　　間 金　　　　額 損益勘定留保資金

芳賀取水場保守
点検業務委託費 2,824 令和７年度 2,824

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左の財源内訳

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

期　　　　間
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（単位　：　円）

イ 　土地 47,767,874

ロ 　建物 83,310,156

　減価償却累計額 △ 40,446,784 42,863,372

ハ 　構築物 1,827,793,421

　減価償却累計額 △ 1,055,464,066 772,329,355

ニ 　機械及び装置 449,206,669

　減価償却累計額 △ 375,529,632 73,677,037

ホ 　車両及び運搬具 0

　減価償却累計額 0 0

ヘ 　工具器具及び備品 841,360

　減価償却累計額 △ 762,289 79,071

ト 　建設仮勘定 0

936,716,709

イ 　ダム使用権 222,855,775

222,855,775

1,159,572,484

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計

　（１）　有形固定資産

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

令和７年度宮若市簡易水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日まで）

１．固定資産

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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63,141,612

9,881,705

△ 158,000 9,723,705

0

100,000

72,965,317

　　　　　資　　産　　合　　計 1,232,537,801

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 30,394,099

30,394,099

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 41,973,325

　（２）　未払金 14,748,000

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 2,300,000

　（４）　預り金 2,211,070

　（５）　預り有価証券 100,000

61,332,395

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（４）　有価証券

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

２．流動資産

　（１）　現金預金
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,013,546,235

ロ 　負担金 430,174,385

ハ 　その他前受金 522,774,998

1,966,495,618

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 573,596,147

ロ 　負担金収益化累計額 △ 236,153,267

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 318,853,103

△ 1,128,602,517

837,893,101

929,619,595

162,814,486

162,814,486

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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イ 　国庫補助金 2,753,000

ロ 　他会計補助金 100,364,000

ハ 　負担金 0

103,117,000

イ 　減債積立金 0

ロ 　当年度未処分利益剰余金 36,986,720

36,986,720

140,103,720

302,918,206

1,232,537,801

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計

　（１）　資本剰余金

７．剰余金
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　１．重要な会計方針

　　　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  　(1)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法による。

    (2)  固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　建物　　　　　　　　　１５～５０年

　　　 　　　構築物　　　　　　　 １０～６０年

　　　 　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　 　　　車両及び運搬具 　　４～５年

　　　ア　賞与引当金

　　　　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額

　　　　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　イ　貸倒引当金

　　　　 　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

　　　 　　　ダム使用権　　　 　　５５年

    (3)  引当金の計上方法

注記

　　　 　　　工具器具及び備品　４～１５年

　　　イ　無形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　ウ　リース資産

 　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
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　　　ウ　退職給付引当金

　　　　 　本市は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般

　　　　会計との取り決めにより、簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計におい

　　　　て措置することとなっているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行ってい

　　　　いる。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　２．予定貸借対照表等関連

  　(1)　 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は、７７，７５４千円である。

  　(2)　引当金の取崩し

　　　ア　賞与引当金

　　　　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

２，２２４千円を予定している。

　３．その他の注記

  　(1)　償却資産に係る経過措置

　　　　償却資産については、供用開始時から減価償却が行われたものとして算定した、令和２年度期首の帳簿価額を帳簿原価として

　　 処理している。

    (4)  消費税及び地方消費税の会計処理
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（単位　：　円）

１．営　　業　　収　　益

　（１）　給　　水　　収　　益 44,320,909

　（２）　受託工事収益 9,090,909

　（３）　その他の営業収益 50,000

　（４）　負　　担　　金 8,391,000 61,852,818

２．営　 業　  費　  用

　（１）　原水及び浄水費 14,596,637

　（２）　配水及び給水費 2,449,636

　（３）　受　託　工　事　費 9,090,909

　（４）　総　　係　　費 37,851,910

　（５）　減　価　償　却　費 51,716,000

　（６）　その他営業費用 0 115,705,092

　　　　営　　業　　利　　益 △ 53,852,274

３．営　業　外　収　益

　（１）　受取利息及び配当金 1,000

　（２）　他会計補助金 30,364,000

　（３）　水 道 加 入 金 1,800,000

　（４）　長期前受金戻入 31,139,000

　（５）　雑　　収　　益 380,092 63,684,092

        令和６年度宮若市簡易水道事業会計予定損益計算書　

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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４．営業外費用

　（１）　支払利息及び企業債 3,192,000

　 　　　取　 　扱　　諸　　 費

　（２）　雑　　支　　出 0 3,192,000 60,492,092

　　　　経　常　利　益 6,639,818

５．特　別　利　益

　（１）　過年度損益修正益 0 0

６．特　別　損　失

　（１）　過年度損益修正損 0 0 0

6,639,818

20,852,921

0

27,492,739

　　　　当　年　度　純　利　益

　　　　前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金

　　　　そ　の　他　未　処　分　利　益　剰　余　金　変　動　額

　　　　当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金
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（単位　：　円）

イ 　土地 47,767,874

ロ 　建物 83,310,156

　減価償却累計額 △ 38,933,784 44,376,372

ハ 　構築物 1,827,793,421

　減価償却累計額 △ 1,016,415,066 811,378,355

ニ 　機械及び装置 416,139,396

　減価償却累計額 △ 373,114,632 43,024,764

ホ 　車両及び運搬具 0

　減価償却累計額 0 0

ヘ 　工具器具及び備品 841,360

　減価償却累計額 △ 719,289 122,071

ト 　建設仮勘定 0

946,669,436

イ 　ダム使用権 231,415,775

231,415,775

1,178,085,211

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計

　　　令和６年度宮若市簡易水道事業会計予定貸借対照表
（令和７年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１．固定資産

　（１）　有形固定資産
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50,195,594

10,035,906

△ 117,000 9,918,906

0

100,000

60,214,499

　　　　　資　　産　　合　　計 1,238,299,710

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 72,368,099

72,368,099

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 41,973,325

　（２）　未払金 14,748,000

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 2,224,000

　（４）　預り金 2,211,070

100,000

61,256,395

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（５）　預り有価証券

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　　　　　流　動　資　産　合　計

　（４）　有価証券
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 985,086,235

ロ 　負担金 397,079,385

ハ 　その他前受金 522,774,998

1,904,940,618

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 559,565,147

ロ 　負担金収益化累計額 △ 227,265,267

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 310,392,103

△ 1,097,222,517

807,718,101

941,342,595

162,814,486

162,814,486　　　　　資　本　金　合　計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計
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イ 　国庫補助金 2,753,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 100,364,000

103,117,000

イ 　減債積立金 0

ロ 　当年度未処分利益剰余金 31,025,629

31,025,629

134,142,629

296,957,115

1,238,299,710

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計

７．剰余金

　（１）　資本剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

１．水道事業収益 129,379

１．営業収益 69,049

１．給水収益 50,405

１．専用使用料 48,945 専用栓使用料金

２．一時使用料 597 一時使用料金

３．量水器使用料 863 量水器使用料金

２．受託工事収益 10,000

１．増設修繕工事収益 10,000 増設修繕工事収益

３．その他の営業収益 50

１．手数料 50 諸手数料

４．負担金 8,594

１．負担金 8,594 共同施設維持管理費外負担金

２．営業外収益 60,328

１．受取利息
1

    及び配当金 １．預金利息 1 預金利息

令和７年度宮若市簡易水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出
収　　　　　　　　　　　　　　　入
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款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

２．他会計補助金 26,966

１．他会計補助金 26,966 一般会計補助金

３．水道加入金 1,980

１．水道加入金 1,980 水道加入金

４．長期前受金戻入 31,380

１．補助金長期前受金戻入 14,031 国庫補助金等長期前受金戻入

２．負担金長期前受金戻入 8,888 負担金長期前受金戻入

３．その他長期前受金戻入 8,461 その他長期前受金戻入

５．雑収益 1

１．不用品売却収益 1 不用品売却収益

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

１．過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

２．その他特別利益 1

１．その他特別利益 1 その他特別利益
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款 項 目 節 予　定　額

１．水道事業費用 124,256

１．営業費用 118,650

１．原水及び浄水費 15,558

１．給料 4,746 一般職給

扶養手当 156

通勤手当    51

管理職手当  428

期末勤勉手当 1,443

退職手当組合負担金 570

地域手当 107

期末勤勉手当繰入 663

法定福利費繰入 139

共済組合費 1,475

公務災害補償基金負担金 13

５．備消品費 72 消耗器材費

６．燃料費 56 公用車燃料費外

７．光熱水費 38 水源地電灯料外

８．修繕費 1,000 取水場、導水管外修繕費

９．動力費 372 電力使用料

　支　　　　　　　　　　　　　　　出

(単位　：　千円）

備　　　考

２．手当 2,755

３．賞与引当金繰入額 802

４．法定福利費 1,488
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款 項 目 節 予　定　額

１０．通信運搬費 100 警報装置通信料外

１１．委託料 3,429 取水場、空気弁点検業務外

１２．工事請負費 700 取水場土砂浚渫工事

２．配水及び給水費 2,764

１．修繕費 700 止水栓外修繕費

２．保険料 57 水道賠償責任保険料

３．委託料 2,007 水質検査業務外

３．受託工事費 10,000

１．工事請負費 10,000 受託工事請負費

４．総係費 38,747

１．給料 9,146 一般職給

通勤手当    144

住居手当 324

時間外勤務手当 250

期末勤勉手当 2,736

退職手当組合負担金 1,098

地域手当 183

期末勤勉手当繰入 1,239

法定福利費繰入 259

共済組合費 2,679

公務災害補償基金負担金 32

備　　　考

２．手当 4,735

３．賞与引当金繰入額 1,498

４．法定福利費 2,711
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款 項 目 節 予　定　額

５．旅費 3 普通旅費

６．備消品費 25 電算用紙代外

７．印刷製本費 100 納付書外印刷費

８．通信運搬費 383 郵便料外

９．委託料 220 OA機器保守管理外

１０．手数料 445 口座振替取扱事務外手数料

１１．負担金 19,440 沼口浄水場維持管理負担金外

１２．貸倒引当金繰入額 41

５．減価償却費 51,580

建物減価償却費 1,513

構築物減価償却費 39,049

機械及び装置減価償却費 2,415

工具器具及び備品減価償却費 43

２．無形固定資産
    減価償却費

8,560 ダム使用権減価償却費

６．その他営業費用 1

１．雑支出 1 雑支出

備　　　考

水道料金未収金に係る貸倒
引当金繰入額

１．有形固定資産
　  減価償却費

43,020
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款 項 目 節 予　定　額

２．営業外費用 5,604

１．支払利息及び
2,103

    企業債取扱諸費
１．企業債利息 2,090 企業債利息

２．借入金利息 13 借入金利息

２．雑支出 1

１．雑支出 1 雑支出

３．消費税及び 3,500

　　地方消費税
１．消費税及び地方消費税 3,500 消費税及び地方消費税

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

１．過年度損益修正損 1 料金等時効欠損金

２．その他特別損失 1

１．その他特別損失 1 その他特別損失

備　　　考
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額

１．資本的収入 61,555

１．他会計補助金 28,460

１．他会計補助金 28,460

１．他会計補助金 28,460

２．負担金 33,095

１．負担金 33,095

１．負担金 33,095

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

備　　　考

一般会計補助金

取水施設改良工事負担金
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

１．資本的支出 78,548

１．建設改良費 36,289

１．施設改良費 36,289

１．委託料 2,006

２．施設改良費 33,620 取水施設改良工事

３．負担金 663 沼口浄水場維持管理負担金

２．固定資産購入費 85

１．固定資産購入費 85

１．量水器購入費 85 量水器購入費

３．企業債償還金 41,974

１．企業債償還金 41,974

１．企業債償還金 41,974 企業債償還金

４．予備費 200

１．予備費 200

１．予備費 200

支　　　　　　　　　　　　　　　出
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